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要旨･･･本発表では、1988年から1992年の地球サミット直前までに行われた気候変動交渉を扱う新

聞記事を、国家というアクター通して、どのように表象されていたのを明らかにする。この報告を

通して、当時の気候変動交渉が二酸化炭素の排出削減目標の設定を前提に先進国側の国家を積極・

消極の軸で表象していたこと、そして、途上国はその軸から外れていたことを示す。 
キーワード 地球温暖化、気候変動、内容分析、表象分析、テキストマイニング 

 
 
 

１．はじめに 

1992年にブラジルのリオデジャネイで開催された環境と開発に関する国際連合会議（地球サミット）にて合意された気候変

動枠組条約によって、地球温暖化による気候変動の緩和策として温室効果ガス削減の議論が本格的にスタートした。97年の京

都会議において京都議定書が合意され、2008年から12年までの削減目標が各国によって示され、達成が目指された。現在は、京

都議定書の約束期間以降の中長期的な削減目標に関して国際レベルで交渉が続けられている。 

気候変動に関する交渉は国際レベルで行われており、その争点である地球温暖化と気候変動も地球規模での現象である。故

に、それを報じるマス・メディアの役割が重要視されてきた(Hansen, 1991; Anderson, 1997)。そのため、マス・メディアが気候

変動をどのように報じてきたのかという点に関心が集まってきた。まず、気候変動へのマス・メディアのアテンションの変遷

(Mazur, 1998; Mazur, 2009)、そして、気候変動のどのような側面に注目していたのか(Trumbo,1996; McMomas & Shanahan, 1999; 

Boykoff & Boykoff, 2004)などが研究されてきた。それと並行して主要な焦点とされてきたのが、マス・メディアによって表象さ

れる気候変動に関する政治言説とそのメディア表象である(Carvalho & Burgess, 2005; Olausson, 2009)。その政治言説が表出する

気候変動の国際会議のメディア表象が分析されてきた(Dirikx & Gelders, 2010; Eide & Ytterstad, 2011; Takahashi, 2011)。日本に

おいては、気候変動に関する政府間パネルや各種の気候変動への緩和策のメディア表象が分析されているが（朝山・石井，

2011; Asayama & Ishii, 2012; Asayama & Ishii, 2013; 朝山, 2014）、気候変動の交渉の報道を扱ったものはない。また、世界的に

は気候変動枠組条約の成立後の締約国会議を対象としており、条約の成立期に焦点を当てた研究は見当たらない。 

 

２．目的と方法 

(1)目的 

 そこで、本研究では1988年から1992年の地球サミット直前までに行われた気候変動交渉を扱う新聞記事を分析し、国家とい

うアクターを通してどのように表象されていたのを明らかにする。また、この分析を通して、対象とする新聞社間の相違にも

注目する。 

 

(2)方法 

 上記の目的のために、1988年１月から1992年 6月までに朝日新聞、読売新聞、毎日新聞で掲載された気候変動交渉に関する

記事を次に示す手順で収集した。各紙のオンラインデータベースから「温暖化」「気候変動」「温室効果」を含む記事を全文
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検索にて当該期間から収集したi。見出しを見てその記事群から気候変動、地球温暖化に関連しない記事を排除し、最終的に

1,965件（朝日818件、読売671件、毎日476件）を分析対象として選定したii。 

 本研究では、これらの記事に対して量的分析と質的分析の 2 つの方法を用い、量から質の順で分析するミックス法を採用し

た。ミックス法とは、量的分析と質的分析を用いることで、両者の利点を活かした研究アプローチである(Creswell, 2003)。今回は

量的分析の結果を質的分析を行う際の手がかりとして利用した。 

量的分析として用いたのは共起ネットワーク分析である。この分析方法は、対象とする分析単位（記事、段落、文）のなか

で、出現パターンの似通った語、共起の程度が強い語を線で結んだネットワーク図を描くことで、その関係性を図示する分析

方法である。共起する確率が高い語の共起関係を質的分析を行う際の手がかりとして利用することで、質的分析の信頼性を高

めることができると考えられる。 

 共起ネットワーク分析には、形態素解析ソフトと計量分析ソフトを組み合わせて作成公開されている「KH Coder」を使用した

（樋口, 2004）。収集した記事を「KH Coder」で形態素解析し、データベースを作成する。高頻度の語の中から、「日本」「米

国」「欧州」という気候変動交渉でアクターと考えられる単語を含む記事で共起ネットワーク分析を行い得られたネットワー

ク図をそれぞれ比較し、共通して見られる、または、特徴的に見られるいくつかの共起関係を抽出した。 

 上記の手順で抽出した共起関係を手がかりとして、対象となった記事に目を通し、気候変動交渉に関連する記事の中から、

「日本」「米国」「欧州」に関する記述をリストに抽出した。加えて、上記のネットワーク分析から、「先進国」「途上国」

というアクターが確認できたため、その 2 つの記述も抽出した。また、記事を読み込んでいく過程で、確認されたいくつかの

国家に関しても適宜抽出した。この作業を通じて各アクターに関する表象を表にまとめ、気候変動交渉に関する国際会議など

の時期（表１）に合わせて整理した。 

 

表１：当時の気候変動交渉に関連する国際会議 

1988年  6月 トロント会議 
同年11月 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第1回会合 

1989年  3月 ハーグ環境首脳会議 
 同年  7月 アルシュサミット（G7） 

 同年11月 大気汚染と気候変動に関する関係閣僚会議（ノールトヴェイグ会議） 
1990年  4月 ホワイトハウス会議 

 同年  7月 ヒューストンサミット（G7） 

 同年  8月 IPCC第4回会合 
1991年  2月～

92年  4月 
気候変動枠組条約交渉会議（計6回） 

 

 

３．結果と考察 

 上記の方法と手順からいくつかの結果を得た。まず共起ネットワーク分析の結果から得られた手がかりとなると考えた語の

共起を示す。再度繰り返すが、共起ネットワーク分析による結果が本研究の最終的な結果ではなく、あくまでも質的分析に入

る際の手がかりとして使用するということを強調しておく。次に、その結果を踏まえて質的分析を行った結果として、今回対

象とした期間で繰り返し見られた表象をアクターごとに示す。そして、これらのアクターを含めてのこの期間の交渉会議全体

の表象について述べる。最後に、当時の時代背景や先行研究の知見からこれらの表象を考察する。 

 

(1) 共起ネットワーク分析の結果 

 各データベースから収集した記事を「KH Coder」にかけ、共起ネットワーク分析を行った。すでに述べたように、「日本」

「米国」「欧州」というアクターを表す語と他の共起関係に絞った分析を行った。３紙ごとにネットワーク図を描き、共通し

て見られる関係に注目した。その際に、「温暖化」や「会議」、「規制」など気候変動交渉にて頻繁に使用される語は考慮か

外した。これらの語はアクターの表象ではなく、交渉の中のトピックに関連する語と判断した。結果、表２の共起関係を手が

かりとして得た。なお、ネットワーク図の例として図１・２を示す。これらの語や表現に注意することで質的分析の際の作業

を行ない、次節で示す結果を得た。 
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表２：共起ネットワーク分析から得た共起関係 

・積極―姿勢―消極（慎重） 

・欧州―対立―米国 

・米国：科学―経済 

・日本：技術―資金―援助 

・途上国：貧困―破壊、先進国―責任、資金―技術―移転、経済―発展 

・先進国：資金―技術―移転―援助 

 

 図１ 「米国」の共起ネットワーク図（朝日）  図２ 「日本」の共起ネットワーク図（朝日） 

 

(2) 環境問題と世界のリーダー 

 まず、共起ネットワーク分析からでは得られたなかったアクターの表象が、1988 年に見られた。それが、環境問題に言及す

る「世界のリーダーたち」である。1988 年にソ連、米国、英国などの首脳たちが環境問題、特に地球環境問題へ言及し始める。

それが新聞報道で報じられていた。特に、冷戦下でのゴルバチョフやサッチャー、ブッシュといった政治家の発言取り上げれ

てた。 

 

ゴルバチョフ・ソ連共産党書記長も国連演説で、地球レベルの環境保護対策の重要性を強調するなど、国際政治の場で、

地球環境保全が大きなテーマになってきた。  

 ・・・  

「環境保護派ぎらい」で通るサッチャー英首相も 10 月、地球温暖化について「我々は、知らず知らずのうちに、地球と

いう惑星のシステムをめぐる壮大な実験に直面している」と語り、温室効果の研究に力を注ぐと宣言。 

 ・・・ 

ブッシュ米次期大統領も、選挙期間中「米国がリーダーシップをとって国際的なサミットを開く」と語った。 

（朝日新聞1988年12月20日「『地球温室化』に腰あげる各国 環境外交動き出す」） 

 

 これらは地球環境問題への関心の高まりとして表象され、「環境外交」という言葉を使い国際政治の動向が表象されている。

そういった表象から1989年3月に開催されたハーグ環境首脳会議では、彼らの「主導権争い」として表象された。 

 

・先進国は主導権争い ハーグ環境サミット舞台裏（朝日新聞、1989年3月12日） 

・パリサミット 具体案で調整難航 主導権争いも絡み環境問題で米仏さや当て（読売新聞、1989年2月26日） 

・「環境会議」に各国の事情 南北問題や主導権争い 真の解決、道険しい（読売新聞、1989年3月18日） 
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このように、気候変動交渉に実質的に入る前は、世界のリーダーたちが環境外交における主導権争いとして表象されていた。 

 

(3) 積極的な欧州 

 しかし、このような世界のリーダーたちという表象は、1989 年 11 月にオランダで開催された ノールトヴェイグ会議を境に

変化する。この会議を境に欧州のいくつかの国を代表として、欧州は「積極的」であるという表象が気候変動枠組条約案成立

まで維持されていく。 

 

・地球の温暖化防止に積極策を取ろうとするヨーロッパ勢（朝日新聞、1989年11月8日） 

・二酸化炭素削減に積極的なヨーロッパ諸国（読売新聞、1990年4月18日） 

・（二酸化炭素削減）積極派の核は欧州諸国（朝日新聞、1991年7月25日） 

・地球環境問題の国際世論をリードしてきたＥＣ諸国（毎日新聞、1992年5月7日） 

 

欧州諸国が地球温暖化のための二酸化炭素排出規制を求める姿勢はこのように「積極的」と表象された。実際にドイツやオラ

ンダなどは90年度比で20％削減するなどの目標を発表し、特にオランダはいち早く炭素税などを導入した。目標値の発表や環

境政策の導入などの報道を通して、地球温暖化の解決に「積極的な欧州」という表象が維持されていた。 

 

(4) 消極的な米国 

 それに対比、対立するアクターとして描かれていたのが「消極的な米国」である。交渉前には、欧州などのアクターとも同

列に描かれていたが、二酸化炭素排出規制を含む交渉が始まると米国の態度は一貫して消極的として表象されていく。 

 

・地球の温暖化防止に積極策を取ろうとするヨーロッパ勢と対照的に、消極姿勢に終始したのが米国と日本（朝日新聞、

1989年11月8日） 

・積極論の中心は欧州諸国、慎重論は米国、ソ連、日本など（朝日新聞、1990年1月4日） 

・二酸化炭素などの温室効果による地球温暖化に対する国際条約作りに向けて、慎重派の米国と行動重視の欧州諸国との

姿勢の隔たりが大きい（読売新聞、1990年6月4日） 

・ＣＯ２排出大国の米国は消極的だ（毎日新聞、1991年7月14日） 

・温暖化防止に最も強い影響力を持つ米国が消極的な態度を変えないため、合意までには難航必至だ（毎日新聞、1992年

2月17日） 

 

世界最大の排出国である米国が「温暖化科学の不確実性」と二酸化炭素の排出規制の「経済への影響」を理由として二酸化炭

素の排出規制に同意しない態度が「消極的」として表象されていた。これは、排出規制が議論にあがった1989年から1992年ま

で一貫して描かれていた。 

 

(5) 日本 

 日本の態度も消極、積極という表現で表象されていた。日本は 1990 年の地球温暖化防止行動計画の策定を境にその表象が変

化する。行動計画策定前は、「消極的」であると表象され、行動計画策定後は欧州とともに「積極的」として描かれた。 

日本に対する表象は、欧州と米国との対立関係という表象の中で、どちら側かという視点で表象されていたとも言えるだろう。 

 

・各国から日本の姿勢は消極的と見られ、失望をかったのは確かである（朝日新聞、1989年11月9日） 

・日本は地球環境問題への取り組みが消極的だとの国際批判をかわすために、会議では過去の公害問題対策の実績や、今

後の対応策を紹介したようだが、本当に可能で、各国を納得させ得たか、疑わしい（読売新聞、1990年4月20日） 

・「日本はアメリカと手を組んで温暖化対策を遅らせようとしている」という欧州側の風当たりは、地球環境保全に関す

る閣僚会議で「２０００年までに極力低いレベルで温室効果ガス排出を安定化させるため、適切な目標を定める」こと

を決めたこともあり、かなり和らいできた（朝日新聞、1990年9月12日） 
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・温暖化対策に消極的な米国、積極的な欧州諸国の綱引きの中で、いつもなら米国に追従するはずの日本が独自の行動計

画を打ち出したからだ（朝日新聞、1990年11月5日） 

・目標としては「２０００年までに１９９０年レベルに安定化する」と、欧州共同体に足並みをそろえ、米国包囲網に加

わることになった（朝日新聞、1991年7月31日） 

 

行動計画において二酸化炭素の排出削減目標を言及したことで、日本への表象が変化したことが見て取れる。この他にも、日

本のリーダーシップや国際貢献に期待する表現や、欧米の対立や先進国と途上国の対立の仲介役や調整役として表象されてい

た。日本が貢献する行動として、資金援助や技術移転が政府によって掲げられるが、それらの行動は支持されつつも、積極的

な態度として明確に表象されてはいなかった。目標値を設定するかどうかという視点から表象されていたと言える。 

 

(6) 先進国と途上国 

 この時期の気候変動交渉は、欧州諸国、米国、日本を中心に報道されていたが、徐々に途上国が交渉の場に登場するように

なってくる。その中で途上国が地球温暖化問題や気候変動を扱う場において、先進国と対立するものとして描かれ続けた。そ

れは、途上国側が先進国に対して主張する「温暖化の原因は先進国がすでに排出した二酸化炭素にある」という「先進国責任

論」が表象され、その主張が途上国が温暖化対策のための資金援助および技術移転を要求する理由として描かれた。また、途

上国での環境破壊は貧困によるものであり、経済発展が必要であるという主張が繰り返し報じられていた。 

 

・発展途上国は「先進国が途上国の自然資源を消費して温室効果を引き起こした。途上国はむしろ被害者」と、先進国だ

けの規制を主張する（読売新聞、1992年1月3日） 

・途上国側は「温暖化は先進工業国の責任」との立場から、先進国側に基金と技術協力を強く求めている（朝日新聞、

1991年2月3日） 

・温暖化の責任は先進国にあり、温暖化対策に名を借りた開発規制の主権介入は許せないと訴える開発途上国（毎日新聞、

1992年5月4日） 

 

これらは、気候変動交渉において途上国の排出規制が議論されていなかったこともあり、途上国はただ先進国を非難し、自分

たちの主張を述べるだけのアクターとして表象されていた。こういった途上国の態度に対して積極・消極という軸は用いられ

てはいなかった。言い換えれば、気候変動に対して適応するには経済力が乏しく、被害が先進国よりも大きくなると「被害

者」として描かれる一方で、気候変動交渉を援助を引き出す場とする者としても描かれ、欧州のような環境を重視するものと

しては表象されていなかった。 

 

(7) 考察 

 結果として示した表象は気候変動交渉において各アクターが取った行動や態度に基づいて付与されたものである。そもそも

国際交渉は国家間の利益を調整しつつ妥協点に向かうために行われる。この点を踏まえて、この交渉において上記で上げた表

象がなされた理由について考察したい。まず、各アクターの二酸化炭素の排出規制に対して「積極・消極」という軸で表象さ

れていた点である。これは、環境問題に対する考え方が大きく影響していると考えられる。日本の歴史から見れば、公害への

克服と反省という文脈から、解決しようとする態度を肯定的に描くと考えるのが妥当であろう。しかし、一点興味深いのは、

米国が経済と環境の両立について言及してもそれを消極的な態度として表象しており、また、97 年の京都メカニズムで議論さ

れる様々な対策が批判的に表象されていたことである。この時期ではまだ経済と環境が対立するものであるという認識が強か

ったのではないかと考えれ、やはり、二酸化炭素の確実な削減が評価の基準となっていたと考えられる。 

 もう一点が、環境外交の中での主導権争いという表象である。交渉開始前に用いられたこの表象は、交渉の進行とともにあ

まり見られなくなったが、交渉会議の最後に最大の排出国であった米国の案が通り、規制や排出の目標への言及が条約案から

削除されたことを「主導権の回復」（朝日新聞、1992年5月11日）と表象しており、この時期の気候変動交渉全体においてこ

の視点が維持されていたことを伺わせた。これは、当時が冷戦終結の時期と重なり、ソ連崩壊後の欧米関係や地球環境時代の

米国の立ち位置などの点から描かれていたと考えられる。 

 先進国と対置される形で描かれた途上国は、先進国諸国の削減目標を中心に据えた対立関係とは異なる表象が与えられてい
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た。これは、途上国がこの時期の国際交渉において削減義務を負っていなかったためである。そのような状況のなかで、単純

な被害者として描かれるのではなく、自国の経済発展と利益を守ろうとするアクターとしても表象されていた。これは、冷戦

構造の解体とともに南北問題が表面化し、複雑化していく国際関係が気候変動交渉にも表れていたといえるだろう。そのため

に欧州諸国と同列に積極的と表象することができず、先進国を中心とした気候変動交渉という舞台の中で異質なアクターとし

て描かれていたともいえるのではないだろうか。 

 最後に、各紙の違いについて触れる。本研究の目標の一つとして各紙の違いに注目するとしたが、３紙とも目に見える大き

な違いは確認できなかった。ただ、記事数から見て、朝日が他２紙より多く地球温暖化に関連する報道を行っていたこと、そ

して、今回確認できた二酸化炭素の排出規制に対する積極・消極を軸とした表象は朝日が繰り返し用いてきたものであった。

また、日本や米国の姿勢を表象する際に環境 NGO や欧州諸国の政治家の意見などを引用し、その消極的な態度への批判を報じ

ていた。一方、読売・毎日にも同様の傾向は見られたものの、朝日ほどは見られなかった印象である。この点に関しては、

Takekawa（2007）が指摘した朝日が国際協調を好み、読売が国家中心に国際政治を捉えるという傾向を踏まえると、地球温暖化

という国際的に協調すべき争点において自国の利益を重視するような態度を取る国家を朝日が批判的に描くと説明できる。一

方で、読売が条約に目標値が含まれず、例外事項が追加されていく交渉会議の結末を「国家エゴ丸出し」（読売新聞、1992年5

月 10 日）によるものと批判的に報じたことをどう解釈すべきか。見方によれば、読売新聞が国家を中心に考えていることの表

れでもあるが、地球温暖化問題においては国際協調を肯定しているとも見える。地球温暖化というテーマ性によるものと考察

すべきかもしれない。 
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補注 
i 各紙のアーカイブは、朝日新聞は「聞蔵Ⅱビジュアル」、読売新聞は「ヨミダス歴史館」、毎日新聞は「毎索」である。 
ii まず、東京版のみを対象として絞り込み、そこからさらに、見出しなどから地球温暖化問題に関連する記事を絞り込んだ。 


